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教育制度と人的資本蓄積*
松　 尾　 美　 紀
要　旨
　人的資本は経済成長の源泉であり，教育によって形成されるものであ
る．本稿の目的は，教育制度の違いが経済成長にどのような影響を及ぼす
のかを明らかにすることである．本稿では，私教育制度における経済成長
の速度が公教育制度におけるそれよりも速いことが示された．これは，公
教育制度を導入した場合，将来所得を増やすために努力したとしても，徴
税により可処分所得がさほど増えず学習努力を行うインセンティブが阻害
されることで，私教育制度に比べると，人的資本の形成速度が遅くなるた
めである．
キーワード
　教育，人的資本，経済成長，私教育制度，公教育制度
１．はじめに
　本稿の目的は，人的資本の蓄積をもつシンプルな世代重複モデルを用い，私
教育制度と公教育制度という教育制度の違いが，経済成長に及ぼす影響につい
て考察することである．
　人的資本は経済成長の源泉であり，教育によって形成されるものである． 
教育の形態には，教育をうける個人がその費用を負担する私教育と国民の税金
によって教育費が賄われる公教育や義務教育がある．
＊ 　本稿執筆に当たっては，神戸市外国語大学の友田康信氏，京都大学経済研究所の堀
勝彦氏に貴重なご助言を賜りました．この場を借りて深謝申し上げます．
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　教育制度の違いが経済に及ぼす影響について比較している代表的な研究に，
Glomm and Ravikumar (1992) があげられる．彼らはLucasタイプの人的資本
の生産関数1を用い，私教育制度と公教育制度のそれぞれの場合において，経済成
長や所得格差に関する分析を行っている．また，人的資本は，教育費と子供の学
習努力（時間）と親の人的資本によて形成されるものと仮定されていた．Glomm 
and Ravikumar (1992) の結論は，私教育のほうが公教育よりも成長率が高いと
いうものであった．また，Futagami and Yanagihara (2008) では，私教育と公
教育制度の違いが社会厚生や経済成長に与える影響について比較している．彼
らの研究では，人的資本の形成には，教育費，子供の学習努力（時間），親の
保有する人的資本に加え，親が子供の教育に関わる時間が必要とされている．
このようなモデルのもとで，私教育制度よりも公教育制度のもとで人的資本が
形成されるほうが経済成長を促進し，社会厚生が高いことを示している．
　本稿では，Glomm and Ravikumar (1992) に倣い，個人は２期間のみ生存
する世代重複モデルを考える．また，個人は利他的であり，自分の子供が壮年
期に得られる所得から効用を得るものとする．さらに，経済には人的資本のみ
から生産される消費財が存在し，人的資本に対し線形の生産関数を持つ．本稿
では，人的資本は教育費と子供の学習努力によって形成されるものと仮定す
る．このとき，子供の学習努力が親の教育支出に依存し，親の教育支出が大き
いほど，子供は学習努力を行うことが示された．一方，Glomm and Ravikumar 
(1992) では，子供の学習努力は親からの教育支出とは関係なく決定されるもの
であった．このようなモデルのもとで，私教育と公教育のもとでは，それぞれ
子供の学習努力水準が異なる．本稿では，公教育制度のもとで人的資本が蓄積
されるよりも，私教育制度のもとで人的資本の形成が行われる経済のほうが成
長率が高いという結論を得ており，そのメカニズムを明らかにしている．
１　Lucas (1988) は，教育の外部性を考慮に入れ，人的資本の蓄積や経済成長のメカニ
ズムを明らかにしている．教育の外部性とは，教育を受ける本人だけでなく，社会全
体にも教育によるメリットがもたらされるというものである．
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　本稿は次のように構成されている．第２章ではモデルの基本設定を行う．第
３章では，私教育制度のもとでの家計の効用最大化問題を，第４章では，公教
育制度のもとでの家計の効用最大化問題を記述し，その後，最適な税率を求め
る．第５章では，それぞれの制度のもとでの経済成長について考察する．第６
章で本稿のまとめとし，第７章で数学付録を与える．
２．モデルの設定
　個人は幼年期と壮年期の２期間のみ生存するものと仮定する．個人は同質的
であり，毎期１単位の時間を保有している．また，この経済では人口成長はな
く，各世代の人口を１と基準化する．さらに，この経済には人的資本のみから
生産される１種類の消費財が存在し，それをニューメレールとする．このと
き，賃金は１である．
　人的資本の蓄積には教育費だけでなく，学習努力を必要とする．このとき，
人的資本は以下の式にしたがって生産されるものと仮定する．
　　　　　　　　ht＋1＝Aetxt,  A > 1.  （1.1）
 ここで，xt は教育費，et は子供の学習努力（学習時間）を表している．ただし，
et∈(0,1)．本稿では，人的資本が（1.1）式にしたがって形成される場合，私教
育制度と公教育制度という２つの教育制度の比較を行う．また，この経済で
は，人的資本のみから生産される消費財は，線形の技術によって生産されるも
のと仮定する2．
　　　　　　　　yt＝ht.
２　Glomm and Ravikumar (1992), Ceroni (2001), Futagami and Yanagihara (2008) な
どの多くの先行研究で人的資本に対し線形な生産関数が仮定されている．また，人的
資本論では，教育によって人的資本が形成され，生産性が高まるため，生産性の高い
人ほど高い賃金が支払われるべきだと考えられており，人的資本を所得の代理変数と
して考えることは妥当であると考える．
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　２．１　私教育制度のもとでの家計の予算制約
　本章では私教育制度のもとでの個人の予算制約を与える．個人は幼年期に教
育を受け，壮年期に労働を供給し賃金を得る．個人は稼いだ所得を，自分自身
の消費と子供への教育投資へ配分するので，予算制約式は以下のようになる．
　　　　　　　　ht＋1＝ct＋1＋xt＋1.  （1.3）
　ここで，ht＋1 は世代  t の壮年期の所得
3を，ct＋1 は消費水準を，xt＋1 は子供
への教育投を表す（図１）．
t−1 期 t 期 t＋1 期
第 t−1 世代
第 t 世代
第 t＋1 世代
幼年期 壮年期
教育支出　xt
学習努力　et 教育支出　xt＋1
学習努力　et＋1
人的資本
ht＋1
消費
ct＋1
人的資本
ht＋2
図１　私教育制度の下での家計の行動
　２．２　公教育制度のもとでの家計の予算制約
　一方，公教育制度のもとでの個人の予算制約について考える．公教育制度に
おいては，教育にかかる費用は税金によって賄われるため，政府は家計から税
金を徴収する．本稿では，比例所得税を導入し，政府は個人の所得に対し税率 
τt＋1 を課すものと仮定する．私教育制度のもとでの変数と区別するために，
公教育制度のもとでの世代  t の個人の所得を ht＋1
public
 とおく．このとき家計は 
３　ht＋1 は世代 t が壮年期に保有する人的資本であるが，労働の限界生産力が１である
ため世代 t の壮年期の所得を表している．
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τt＋1ht＋1
public だけの税金を納めることになる．このとき，個人の予算制約式は
　　　　　　　　(1−τt＋1)ht＋1
public＝ct＋1
public  （1.4）
として与えられる．
　政府によって教育が提供されるため，個人は可処分所得の全てを消費する．
また，公教育制度における政府の予算制約式は
　　　　　　　　τt＋1ht＋1
public＝xt＋1
public  （1.5）
となる．ここで，左辺は税収を表しており，右辺は教育にかかる費用を表わし
ている．
　本稿では，個人は利他主義であり，個人は幼年期の余暇，壮年期における自
分自身の消費，さらに子供が保有する人的資本から効用を得られるものとす
る．このとき，世代 t の効用関数を以下のように定式化することにしよう．
　　　　　　　　Ut＝αlog(1−et)＋βlogct＋1＋γloght＋2,  （1.2）
　　　　　　　　　　　α.β,γ∈(0,1).
　ここで， et は幼年期の学習努力水準，ct＋1 は壮年期の自分自身の消費水準，
ht＋2 は子供が保有する人的資本水準を表す．また，γ は子供に対する利他性
を表したパラメータである．
３．私教育制度のもとでの最適化問題
　本章では，私教育制度のもとで家計の効用最大化問題について考える．この
経済の個人は幼年期と壮年期の２期間のみ生存し，幼年期に人的資本を形成す
る．人的資本の形成は教育費だけでなく，個人の学習努力も必要としていた．
各個人は毎期１単位の時間を保有しており，幼年期に余暇と学習努力（学習時
間）への時間配分を決定する (leisure-effort choice)．また，壮年期に労働を
供給し，賃金を得る．
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　このとき，個人の最適化問題は以下のように記述される．
　　　　　　　　maxet,xt＋1,ct＋1   αlog(1−et)＋βlogct＋1＋γloght＋2
　　　　　　　　　　　　s.t.   ht＋2＝Aet＋1xt＋1
　　　　　　　　　　　　　　 ht＋1＝Aetxt
　　　　　　　　　　　　　　 ht＋1＝ct＋1＋xt＋1
　　　　　　　　　　　　　　　　given xt and et＋1
　このとき，ラグランジュ関数は，
　　　　　£＝αlog(1−et)＋βlogct＋1＋γloght＋2＋λt [Aetxt−ct＋1−xt＋1]
として与えられる．この最適化問題の一階条件は以下の通りである．
　　　　　　　　
α
　 　
1−et
＝λt・Axt,  （ⅰ）
　　　　　　　　　λt＝
β
　 　
ct＋1
,  （ⅱ）
　　　　　　　　　λt＝
γ
　 　
xt＋1
.  （ⅲ）
（ⅰ）式と（ⅱ）式より，以下の式が得られる．
　　　　　　　　
α
　 　
1−et
＝
β
　 　
ct＋1
Axt.  （1.6）
　左辺は幼少期における学習努力の限界不効用（言い換えれば，余暇の限界効
用）を表し，右辺は幼少期の努力１単位増加したことによる壮年期の消費の限
界効用を表している．さらに，（1.6）式を et について解くと，以下のように書
き換えられる．
　　　　　　　　et＝1−
α
　
β
 
ct＋1　 　
βAxt
.  （1.7）
　子供は親から受ける教育支出 xt が高いほど，学習に励むことがわかる．図２
は親の教育支出に対する子供の反応関数を表している．
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et＋1
xt
1
0
Equ(1.7)
図２　親の教育支出に対する子供の反応関数
　次に，（ⅱ）式と（ⅲ）式より，以下の式が成立する．
　　　　　　　　
γ
　 　
xt＋1
＝
β
　 　
ct＋1
.  （1.8）
　これは，親が子供に行う教育支出の限界不効用と親の教育支出による子供の
人的資本形成の限界生産性が等しくなっていることを表している4．また，予
算制約式（1.3）式と（1.8）式より，最適な消費水準と子供への投資額が以下
のように決定される．
　　　　　　　　ct＋1＝
β
　  　
β＋γ
ht＋1,  （1.9）
　　　　　　　　xt＋1＝
γ
　  　
β＋γ
ht＋1.  （1.10）
　子供の学習努力は親の教育支出に依存していたのに対し，親が子供へ行う教
育投資は，子供の学習努力とは関係なく決定されることがわかる．
４　（1.8）式の左辺は親が消費を諦めたときの機会費用を表しており，右辺は利他的動
機からの限界効用を意味する．
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４．公教育制度のもとでの最適化問題
　本章では公教育制度のもとでの個人の最適化問題について考える．公教育制
度のもとでは，政府は壮年世代から税金を徴収し，教育サービスを提供する．
はじめに，公教育制度のもとでの個人の行動を記述し，次に，最適な税率を求
めることにする．
　私教育制度のケースと同様，個人は幼年期に人的資本を形成する．このとき
個人は幼年期に学習努力を決定することになる．しかしながら，教育は政府に
よって供給されるため，子供への教育投資を個人は壮年世代に行わないものと
仮定する．このとき，個人の最適化問題は以下のように記述される．
　　　　　　　　maxet,ct＋1    αlog(1−et)＋βlogct＋1＋γloght＋2
　　　　　　　　　　　　s.t.   ht＋2＝Aet＋1xt＋1
　　　　　　　　　　　　　　 ht＋1＝Aetxt
　　　　　　　　　　 (1−τt＋1)ht＋1＝ct＋1
　　　　　　　　　　　　　　　　given, τt＋1, et＋1, xt, and xt＋1
　ラグランジュ関数を，
　　　　　£＝αlog(1−et)＋βlogct＋1＋γAet(τht＋1)＋λ[(1−τt＋1)Aetxt−ct＋1]
と設定する．このとき，最適化問題の一階条件は，
　　　　　　　　
α
　 　
1−et
＝λt・(1−τt＋1)Ax,  （ⅳ）
　　　　　　　　　λt＝
β
　 　
ct＋1
,  （ⅴ）
となる．
　（ⅳ）式と（ⅴ）式より，以下の式が得られる．
　　　　　　　　
α
　 　
1−et
＝
β
　 　
ct＋1
(1−τt＋1)Axt.  （1.11）
　左辺は幼年期における学習努力の限界不効用を表しており，右辺は学習努力
により将来の消費の限界効用を表している．（1.11）式を et について解くと，
以下の式を得る．
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　　　　　　　　et
public≡et＝1−
α
　
β
 
ct＋1
public
　  　
(1−τt＋1)Axt
.  （1.12）
　（1.12）式は，公教育制度のもとでの最適な学習努力水準をあらわしており，
et
public と表す．このとき，
∂et
public
　  　
∂xt
 > 0 であることが確認される．
　さらに，（1.12）式に（1.4）式を代入すると，
　　　　　　　　et
public＝1−
α
　
β
 
ht＋1
public
　  　
Axt
  （1.13）
とあらわされる．
　公教育制度のもとでは，政府は家計から税金を徴収し，教育サービスを提供
している．以下では，最適な所得税率について検討する．
　本稿では，Glomm and Ravikumar (1992) に従い，選挙を通じて税率を決
定する．前章では，個人の最適化問題が記述されている．ここで，（1.4），（1.5），
（1.13）式を効用関数に代入すると，世代 t の間接効用関数が得られる．
　　　　　　　　ut
public＝αlog (α　β ht＋1
public(τt)　  　
Aτtht )＋βlog(1−τt＋1)ht＋1public(τt)
　　　　　　　　　　 ＋γlogAet＋1τt＋1ht＋1
public(τt).  （1.14）
　このとき，世代  t の個人は壮年期に選挙を通じて上の間接効用関数を最大
にするような税率τt＋1 を選ぶものとする．個人によって選ばれた税率 τt＋1 は
　　　　　　　　τt＋1＝
β
　  　
β＋γ
  （1.15）
である5．（1.15）式より，最適税率は一定となり，（1.5）式に最適税率を代入
すると，政府の均衡条件は，
　　　　　　　　xt＋1
public＝ ( β　  　β＋γ)  ht＋1public  （1.16）
となる．このとき，以下の命題を得る．
５　間接効用関数（1.14）式が最大となる条件は ∂ut
public
　 　
∂τt＋1
＝0 である．すなわち， γ　 
τt＋1
＝
β
　  
1−τt＋1  より，（1.15）式を得る．
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　命題１　私教育制度と公教育制度のいずれも，親による子供への教育支出は
同じ水準となる．一方，子供の学習努力は，私教育制度のもとでの努力水準の
ほうが公教育制度のもとでの努力水準よりも高い．
　証明．　教育支出については，（1.10）式と（1.16）式より明らかである．
子供の学習努力に関して，（1.7）式に，（1.9）式と（1.10）式を代入すると，
私教育制度のもとでの子供の努力水準は，
　　　　　　　　et＝1−
α
　 　
Aγ
 
ht＋1　 　
ht
  （1.17）
として与えられる．一方，公教育制度のもとでの子供の努力水準は，（1.13）
式に（1.16）式を代入すると，以下の式であらわされる．
　　　　　　　　et
public＝1−
α
　   
Aγ
β＋γ
　  　
γt
 
ht＋1
public
　  　ht
public .  （1.18）
　ここで，
　　　　　　　　
β＋γ
　  　
γt
 > 1
である．したがって，
　　　　　　　　et
public < et
 となる．
　公教育制度のもとでは，努力し所得を増やしたとしても，徴税により可処分
所得が私教育制度ほど増えない．したがって，努力するインセンティブが削減
されてしまうのである．
５．経済成長
　本章では私教育制度のもとでの経済成長と公教育制度のもとでの経済成長に
ついて比較検討する．
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　５．１　私教育制度のもとでの経済成長
　（1.1），（1.7），（1.9），（1.10）式より，{ht, et, xt, ct}t＝0
∞  が決定される．このと
き，私教育制度のもとでの成長率は以下の式であらわされる6．
　　　　　　　　
yt＋1　 　
yt
＝
ht＋1　 　
ht
＝
Aγ
　  　
α＋β＋γ
.  （1.19）
　このとき，成長率は一定であり，経済は内生的成長となる．私教育制度のも
とでの成長率を，
　　　　　　　　gpublic≡
ht＋1　 　
ht
＝
Aγ
　  　
α＋β＋γ
  （1.20）
とあらわすことにする．
　５．２　公教育制度のもとでの経済成長
　任意の t に対し，（1.15）式より最適税率は
　　　　　　　　τt＋1＝
γ
　  　
β＋γ
となる．（1.1）式のもとで，（1.4），（1.5），（1.18）式によって，{ht, et, xt, ct}t＝0
∞  
が決定される．このとき，公教育制度のもとでの経済成長率は，以下の式であ
らわされる7．
　　　　　　　　gpublic≡
ht＋1　 　
ht
＝
Aβγ
　  　
(α＋β)(β＋γ)
  （1.21）
　命題２　私教育制度における経済成長率が公教育制度のもとでの経済成長率
よりも高い．すなわち，
　　　　　　　　gprivate > gpublic
となる．
６　第７章数学付録Ａを参照．
７　第７章数学付録Ｂを参照．
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　証明．　
　　　　　　　　
gprivate
　  　
gpublic
＝
Aγ
　　　　
α＋β＋γ
　  　
Aβγ
　　　　　　
(α＋β)(β＋γ)
　　　　　　　　　　   ＝
(α＋β)(β＋γ)
　  　
β(α＋β＋γ)
　　　　　　　　　　   ＝
αβ＋β2＋βγ＋αγ
　  　
αβ＋β2＋βγ
 > 1.
　　　　　　　　　∵ α> 0, γ> 0 ⇒ αγ> 0.
　命題１より，親の子供への教育支出は同じであるが，子供の努力水準が私教
育制度のほうが高いので成長率も私教育制度のほうが高くなる．
６．おわりに
　公教育制度よりも私教育制度において，人的資本形成の成長率が高いことを
示した．これは，Glomm and Ravikumar (1992) と同様の帰結であるが，
Futagami and Yanagihara (2008) とは対称的なものである．公教育制度にお
ける成長率が私教育制度における成長率よりも低くなる理由は，子供の学習努
力の違いにある．私教育制度のもとでは，親の教育費が増加すると，子供はそ
れに応えようと学習努力を行う．一方，公教育制度のもとでは，努力し所得を
増やしたとしても，徴税により，可処分所得が私教育制度ほど増えない．した
がって，個人の学習努力を行うインセンティブが阻害され，人的資本形成のス
ピードが私教育制度に比べ遅くなることが要因であるといえる．
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７．数学付録
　付録Ａ　私教育制度のもとでの成長率
　（1.1）式に（1.7）式と（1.10）式を代入すると以下の式を得る．
　　　　　　　　ht＋1＝A (1−α　β  ct＋1　 　Axt ) β　  　β＋γ ht.
　さらに，上式に，（1.9）式と（1.10）式を代入すると，以下のようになる．
　　　　　　　　ht＋1＝A (1−α　β 
   β
　 　ht＋1β＋γ
　 γ
A　 　ht   β＋γ
) γ　  　β＋γ ht.
　上の式を展開すると，
　　　　　　　　ht＋1＝A (1−α　γ  ht＋1　 　Aht ) β　  　β＋γ ht
　　　　　　　　　   ＝A 
γ
　  　
β＋γ
 ht−
α
　  　
β＋γ
ht＋1
となる．したがって，
　　　　　　　　(1＋ α　  　β＋γ) ht＋1＝A γ　  　β＋γ ht
であるから，私教育制度のもとでの経済成長は以下のように求められる．
　　　　　　　　
ht＋1　 　
ht
＝
Aγ
　  　
α＋β＋γ
.
　付録Ｂ　公教育制度のもとでの経済成長率
　（1.18）式と（1.16）式を（1.1）式に代入すると，以下の式を得る．
　　　　　　　　ht＋1＝A (1−α　β  (β＋γ)ht＋1　  　Aγht ) γ　  　β＋γ ht.
　この式を整理すると，
　　　　　　　　ht＋1＝
Aγ
　  　
β＋γ
 ht−
α
　
β
ht＋1,
としてあらわされ，さらに以下のように書き表すことができる．
　　　　　　　　(1＋α　β) ht＋1＝ Aγ　  　β＋γ ht.
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　上式より，公教育制度のもとでの成長率は以下のようになる．
　　　　　　　　gpublic≡
ht＋1　 　
ht
＝
Aγ
　  　
(β＋γ)
 
β
　  　
(α＋β)
.
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